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研究成果の概要（和文）：　本研究では、電磁誘導方式の非接触給電技術の最適設計計算手法の開発を目指し
た。この技術は小電力の家電製品から電気自動車に至るまで幅広い用途が考えられ、周波数の範囲も広い。検討
は周波数帯域を数十kHz帯、数百kHz帯、数MHz帯に分けて行った。いずれの周波数帯においても、送・受電装置
のメインとなるコイルのインダクタンスと抵抗の計算には有限要素法、FDTD法や理論計算を用い、回路計算はル
ンゲ・クッタ法を用いた。
　本研究の成果として、いずれの周波数帯においても実験結果とよく一致する計算結果が得られ、目的である
送・受電コイル間距離を100mmとした場合に電力伝送効率が90%以上となる設計に成功した。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to develop the optimal design method for 
inductive power transfer systems. This technique is increasingly being used in household appliances 
and electric vehicles. Also, the range of frequency applied are wide. The frequency range that 
examined by the researcher divided into tens or hundreds of kilohertz and several megahertz. The 
coil constants which play important roles in inductive power transfer systems were calculated by 
finite element method, finite difference time domain method. The equivalent circuits for inductive 
power transfer systems were calculated by Runge-Kutta method.
 As a result, the calculation results such as current waveforms, output power, power factor and 
power transfer efficiency were good agreement with experimental results in any frequency. Moreover, 
optimal designs which is important for this study were performed; the power transfer efficiency was 
over 90% even if interval between sending and receiving devices was 100mm.

研究分野： 数値電磁界解析

キーワード： 非接触給電　有限要素法　FDTD法　ルンゲ・クッタ法　電力伝送効率　力率　インダクタンス　交流抵
抗
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)小電力の家電製品、例えば電動シェーバや
電動歯ブラシ、携帯電話の充電器には電磁誘
導方式の非接触給電装置は使用されており、
電気自動車への適用が検討され始めていた。 
(2)前述(1)のように、電磁誘導方式の非接触給
電装置は適用される電力や周波数の範囲が
広く、用途により適した装置(メインは送・受
電コイル)の構造・寸法や周波数の組み合わせ
があると考えられた。 
(3)用途ごとに最適なコイル構造・寸法や周波
数の組み合わせを求めるためには装置の製
作と実験が繰り返されることになり、これに
代わって特性を予測する計算手法と自動的
に設計する手法の開発が望まれた。 
 
２．研究の目的 
(1)上記の 1.研究開始当初の背景で示したよ
うに製作する前に特性を予測するための計
算手法を開発することが最初の目的である。
なお、実際に適用が検討されている周波数帯
域を 3 つ(数十 kHz 帯、数百 kHz 帯、数 MHz
帯)に分け、それぞれの周波数帯における計算
結果と実験結果の整合性を図る。 
(2)上記(1)の計算手法により得られた結果が
実験結果と一致することを確認した後は最
適なコイル構造と寸法、周波数の組み合わせ
を設計する手法を開発することである。また、
電磁誘導方式の非接触給電装置は送・受電コ
イルがメインであるため、コンデンサを挿入
しなければ力率が著しく低くなると考えら
れる。そこで、挿入するコンデンサのキャパ
シタンスについても設計する方法を提案す
る。 
(3)上記(2)のように設計した結果から、周波数
ごとの電磁誘導方式の非接触給電装置の特
徴や設計方針についてまとめる。 
 
３．研究の方法 
(1)いずれの周波数帯においても、まずはコイ
ルを製作し、送・受電コイルの電流、電圧、
電力、電力伝送効率を測定する。 
(2)上記(1)の実験結果と同様な計算結果を得
るためにはまずはコイルの自己・相互インダ
クタンス、抵抗を求める。数十 kHz 帯、数百
kHz 帯のこれらのコイル定数は自作した有
限要素法プログラム、数 MHz 帯のコイルの
インダクタンスは自作した FDTD 法プログ
ラム、コイル抵抗は理論計算により求める。 
(3)電磁誘導方式の非接触給電装置の等価回
路に上記(2)で求めたコイル定数を代入して
回路を計算する。なお、負荷が抵抗器の場合
には交流理論を適用して計算する。負荷が充
電池とダイオードブリッジで構成された整
流回路の場合にはダイオードが電流値に依
存する内部抵抗を持つために交流理論の様
な解析的な手法が使えないため、ルンゲ・ク
ッタ法により計算した。入力電力は確実に定
常状態に達したと考えられる100周期目の入
力電圧と送電コイル電流の平均値、損失は

送・受電コイルの各抵抗と電流の 2 乗値の平
均値、出力電力は入力電力から損失を引いた
値、電力伝送効率は出力電力/入力電力とした。 
(3)上記(2)のように計算した結果と実験結果
を比較し、整合性を図る。いずれの周波数帯
の場合においても当初は計算結果と実験結
果の差異が大きかったが、その原因は送・受
電コイルの相互インダクタンスの計算と実
験における差異によるものであった(送・受電
コイルの自己インダクタンスや抵抗の計算
結果は測定結果とよく一致していた)。相互イ
ンダクタンスの差異については実験装置と
計算モデルにおいて設定していた送・受電コ
イル間の距離にわずかな差があったためで
あった。この状況は、送・受電コイル間の距
離が大きくなった際に実験と計算における
相互インダクタンスの差異が小さくなるこ
とから確認することができた。 
(4)いずれの周波数帯の場合においても実用
的な数値として送・受電コイル間距離を
100mm、電力伝送効率が 90%以上となるコ
イル構造・寸法と周波数の組み合わせを反復
計算により求めることを試みた。当初は遺伝
的アルゴリズム等の最適化手法と組み合わ
せることを考えていたが 1条件あたりの計算
は短時間で終わり、また複数の条件を同一に
扱えるために計算結果を確認しながら最適
化を図った。また、力率・電力伝送効率を向
上させるために送・受電コイル側にコンデン
サを直列、あるいは並列に挿入することは効
果的であるが、本研究において送・受電コイ
ルともに直列に挿入することが最も効果的
であることが確認できた。この方法は最適な
コンデンサのキャパシタンス計算が容易で
あり、送・受電コイル間距離が大きくなった
場合に特に効果的であった。 
 
４．研究成果 
(1)本研究で開発した計算プログラムにより
求めた非接触給電装置の回路定数や波形等
の特性は以下のように実際に装置を製作し
て行った実験結果とよく一致した。 
①数十 kHz 帯、数百 kHz 帯の非接触給電装
置において、送・受電コイル間距離を 100mm
とした場合に電力伝送効率が 90%以上とな 
 

表 1 数十 kHz 帯のコイル構造 
線材 ビニル絶縁電線 

線径 2mm(素線径 0.3mm の 

絶縁されていない素線 45 本から構成) 

巻数 送電コイル：26、受電コイル：24 

内径 送電コイル、受電コイルともに 91mm 

外径 送電コイル：293mm、受電コイル：277mm 

 
表 2 数百 kHz 帯のコイル構造 

線材 エナメル銅線 

線径 1mm 

巻数 送電コイル、受電コイルともに 8 

内径 送電コイル、受電コイルともに 200mm 

外径 送電コイル、受電コイルともに 221.6mm 
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表 3 数 MHz 帯のコイル構造 
線材 エナメル銅線 

線径 0.8mm 

巻数 送電コイル、受電コイルともに 5 

寸法 送電コイル、受電コイルともに 1 辺 100mm 

(正方形コイル) 

 
る条件は次の通りであった。なお、数 MHz
帯の非接触給電については、送・受電コイル
間距離が 30mm で電力伝送効率は 80%程度
であったが、表 3 のようなコイル構造が得ら
れた。 
②以下のように数十 kHz 帯、数百 kHz 帯に
おいて自作した有限要素法による計算プロ
グラムから求めた送・受電コイルの自己・相
互インダクタンスは製作したコイルにおい
て測定した結果とよく一致することが確認
できた。 

数 MHz 帯については、自作の FDTD 法プ
ログラムにより自己インダクタンスは精度
良く計算できたが、相互インダクタンスはう
まく計算できていない。なお、1 巻コイルの
送・受電コイルの自己インダクタンスの計算
結果が 396nH に対して、送電コイルの自己
インダクタンスの測定結果は 396nH、受電コ
イルの自己インダクタンスの測定結果は
413nH であった。複数巻になった場合の自己
インダクタンスは巻数の 2 乗を 1 巻の数値に
かけて算出することができる(相互インダク
タンスは測定値を代用した)。 
 
表 4 数十 kHz 用のインダクタンスの比較 
(送・受電コイル距離を 12mm として測定) 

 測定値 計算値 

自己インダクタンス 

(送電コイル)L1 

126µH 125µH 

自己インダクタンス 

(受電コイル)L2 

104µH 104µH 

相互インダクタンス 

M 

84.8µH 84.8µH 

 
表 5 数百 kHz 用のインダクタンスの比較 

(送・受電コイル距離を 100mm として測定) 
 測定値 計算値 

自己インダクタンス 

(送電コイル)L1 

31.5µH 31.8µH 

自己インダクタンス 

(受電コイル)L2 

32.0µH 31.8µH 

相互インダクタンス 

M 

3.48µH 3.48µH 

 
③送・受電コイルの抵抗の計算結果は送・受
電コイルを配置した状態で測定できないこ
とで測定結果と比較できないが、送電コイル
のみを配置した場合の抵抗の計算結果と測
定結果の比較を以下に示す。いずれの周波数
帯においてもコイル抵抗の計算結果は測定
結果とよく一致していることが確認できた。
なお、コイルを単一銅線とみなした場合とリ
ッツ線(各素線が絶縁された状態)とみなした

場合を計算し、これらの違いも評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 数十 kHz 帯の送電コイルの交流抵抗 

(有限要素法プログラムにより計算) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 数 MHz 帯の送電コイルの交流抵抗 

(理論計算により計算) 
 
④非接触給電装置の負荷としては充電回路
(充電池と整流回路の組み合わせ)が多く、計
算において整流回路を構成するダイオード
の特性を精度よく考慮する必要がある。ダイ
オードの特性は抵抗器とダイオードの直列
回路に直流電圧源を接続し、印加する電圧を
変えながら各部の電圧を測定することで以
下のような内部抵抗の電流特性を求めた(近
似曲線式を計算で用いた)。なお、非接触給電
装置は高周波回路となるが、この直流特性を
用いても精度良く計算できることは以下の
結果から確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 ダイオードの内部抵抗 
 
⑤力率を改善するためのコンデンサは送・受
電側ともに直列に挿入する場合、最適なキャ
パシタンスは次式で容易に計算できた。 
 

)2,1()2/(1 2 == iLfC ii π  
 
ここで、i=1 は送電コイル側、2 は受電コイ
ル側を意味し、f は電源の周波数、Li はコイ
ルの自己インダクタンスである。 
一例として、数十 kHz 帯において得られたキ
ャパシタンスは C1=507nF、C2=609nF であ
った。 
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⑥いずれの周波数帯の非接触給電装置にお
いても、上記(2)～(5)で求めた回路定数を代入
した等価回路計算をルンゲ・クッタ法により
計算することで測定結果とよく一致する電
流波形の計算結果が得られた(図6中のsim●
●は●●の計算結果を示す)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 測定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 計算結果 

図 4 数十 kHz 帯の非接触給電装置の 
電流波形  

(周波数:20kHz, 送受電コイル間距離:100mm) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 数百 kHz 帯の非接触給電装置の 
電流波形  

(周波数:407.8kHz, 送受電コイル間距離:100mm) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 数 MHz 帯の非接触給電装置の 
電流波形 

(周波数:2MHz, 送受電コイル間距離:6mm) 

(2)上記(1)の後に各周波数帯で電力伝送効率
の最適化を試みた結果について示す。 
①コイル線材を単線にすべきかリッツ線に
すべきかを数十 kHz 帯において検討した結
果を実験結果と合わせて示す(最適化計算に
おいては、コイルの線材を単線とした場合と
リッツ線とした場合の抵抗の両方を求めて
いる。なお、インダクタンスは線材に関係な
くほぼ変わらない)。実験結果はビニル絶縁電
線(各素線が絶縁されていない銅線)で作った
ものであり、単線とリッツ線の中間的なもの
と捉えることができ、実際に測定値はこれら
の中間値として値が得られている。図 7、8
の結果より、数十 kHz においてはリッツ線の
使用により若干電力伝送効率は大きくなる
が、周波数が大きくなると単線の方が電力伝
送効率が大きい結果となった。この結果より、
数百 kHz 帯以上では単線コイルでよいと判
断した(この判断は、リッツ線の素線径が
0.3mm 程度を想定した場合であり、現在素線
径が 0.1mm 以下の更に細いものが登場して
いるが、本研究では検討が間に合わなかった)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 コイルの交流抵抗の周波数特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 数十 kHz 帯の電力伝送効率の 
周波数特性 

(コンデンサを挿入せずに検討した場合) 
 
②数十 kHz 帯の最適化においては、上記①中
の図 8 の計算結果から送・受電コイル間距離
を 12mm として電力伝送効率が 90%以上確
保できる周波数は 20kHz であると判断した。
周波数を 20kHz に固定し、上記(1)⑤で示し
たコンデンサを直列に挿入して送・受電コイ
ル間の距離を大きくした場合の結果を以下
に示す。 
 図 9 より、図 8 と同じ送・受電コイル間距
離が 12mm の場合においても電力伝送効率
が増加しており、送・受電コイル間距離が
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100mm の場合でも電力伝送効率は 90%以上
となった。なお、図には示していないが、送
受電コイル間距離を 100mとした場合の電力
伝送効率の実験結果が 91.0%(電池容量の
32%の電流を流して充電した場合)に対し、計
算結果は 92.1%とよく一致している。また、
出力電力の測定結果が 1.62W に対し、計算結
果は 1.52W となり、両者はよく一致した。 
 図 10 より、送・受電コイル間距離が大き
くなるほど力率が 1に近づくことが確認され
た。つまり、送・受電コイル間距離が大きい
方が力率・電力伝送効率を改善するキャパシ
タンスを高精度に設計できることが明らか
となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9 電力伝送効率と送・受電コイル間距離の

関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 力率と送・受電コイル間距離の関係 

 
③数百 kHz 帯の非接触給電装置については、
上記①の結果を踏まえ、単線でコイルの最適
化を図り、電力伝送効率の周波数特性を求め
た結果を以下に示す。なお、周波数ごとに
送・受電コイルに直列に接続するコンデンサ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 数百 kHz 帯の電力伝送効率の 
周波数特性 

(コンデンサを直列に挿入した場合) 

のキャパシタンスは上記(1)⑤の方法により
変更している。 

図 11 より、電力伝送効率、出力電力とも
にいずれの周波数においても測定結果と計
算結果はよく一致していた。更に、いずれの
周波数においても送・受電コイル間距離を
100mm としたが、電力伝送効率はほぼ 90%
となる良好な結果であった。 
④数 MHz 帯の非接触給電装置については、
送・受電コイル間距離を 100mm 離して高電
力伝送効率を得ることはできなかったが、以
下のような特性が実験結果、計算結果ともに
得られた。 
・電力伝送効率の周波数特性(図 12)と力率の
周波数特性(図 13)の形はよく似ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 数 MHz 帯の電力伝送効率の 
周波数特性 (送・受電コイル間距離:6mm) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13 数 MHz 帯の力率の周波数特性 
(送・受電コイル間距離:6mm) 

 
・電力伝送効率が極大となる周波数が 1 つと
は限らず最大 3 つあることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 送・受電コイル間距離をパラメータ 

とした電力伝送効率の周波数特性 



また、コイルの巻数が適切な結果として、
送・受電コイル間距離が変化しても電力伝送
効率の最大値の変化は小さいことが明らか
となった(例えば、巻数が 3 の場合には送・受
電コイル間の距離が大きくなると電力伝送
効率は全体的に小さくなった)。 
・充電池に流れる電流が大きい、つまり出力
電力が大きいほど全体的に電力伝送効率が
小さくなるのみでなく、極大値となる周波数
以外の周波数帯で著しく電力伝送効率が小
さくなることが明らかとなった。上記②中の
図 9 においても、送・受電コイル間距離が
50mm 以下の充電池に流れる電流が大きい
ほど電力伝送効率が小さくなるケースが多
いが、図 15 の結果と合わせて原因は送・受
電コイルを流れる電流の増加によるコイル
銅損の増加のためと考えられる。なお、図 9
より、数十 kHz 帯の非接触給電装置において
送・受電コイル間距離が大きくなると大電力
を伝送した方が電力伝送効率が大きくなる
可能性があることも確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 15 充電池に流れる電流をパラメータ 
とした電力伝送効率の周波数特性 

 
(3)上記(2)に示した各周波数帯の非接触給電
装置に関する最適化の検討結果を以下にま
とめる。 
①電気自動車の充電等に見られる送・受電コ
イル間距離を 100mm とした場合については
数十 kHz 帯、数百 kHz 帯ごとに電力伝送効
率が 90%以上となる最適なコイルを設計す
ることができた。これらの結果からコイルサ
イズはいずれの場合も 200～300mm 程度の
大きさとし、数十 kHz 帯(20kHz が最適)にお
いては自己インダクタンスが数百µH、数百
kHz 帯(407.8kHz が最適)においては数十µH
が最適である(周波数が大きくなると巻数が
少なくてもよい)ことが確認できた。 
②コイルに用いる線材としてリッツ線が効
果的であるとされているが、素線径が 0.3mm
の場合には数十 kHz 帯において若干電力伝
送効率が大きくなるものの、数百 kHz 帯では
電力伝送効率が低下する可能性があること
を示す計算結果が得られた。 
③いずれの周波数帯においても送・受電側コ
イルに直列にコンデンサを挿入することで
送・受電コイル間距離が大きくなっても高電
力伝送効率を維持できることが明らかとな

った。また、これらのキャパシタンスは単純
な計算式で最適値を算出できた。 
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